様式第３号（第７条関係）

豊田市中小企業団体等事業費補助金 交付申請書

年　　月　　日
豊　田　市　長　様
住　　　所　
名　　　称　
代表者氏名　

年度において下記の事業を実施したいので、豊田市補助金等交付規則第４条の規定により申請します。

記

１　補助金交付申請額　　　　金　　　　　　　　　　　　円　

２　補助事業の区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３  補助金を申請する事業
	事業名
	補助対象事業費
	補助率
	補助金額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	



■補助対象経費に係る書類の管理について、以下の内容に同意・誓約してください。
	内容
	同意・誓約欄
(☑チェックしてください。)

	１ 補助金申請に係る経費の収支を明らかにした領収書類、帳簿、通帳等は補助金申請を行った年度の翌年度から５年間保存し、市からの求めがあった場合に提出することに同意します。
	☐
	２ 豊田市が、補助事業の適正な実施を図るため、補助金交付前又は交付後において、購入・設置した物品等の調査を依頼した場合、必ず協力します。
	☐




＜添付書類＞
（１）事業計画書（様式第３号－２）
※別表第２「中小企業指導団体等に対する補助事業」の申請においては、様式第３号　－２指を使用すること
（２）収支予算書（様式第３号－３）
※別表第２「中小企業指導団体等に対する補助事業」の申請においては不要
（３）申請者の概要（様式第３号－４）
（４）申請者が法人又は団体である場合は、定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類及び役員名簿（様式第３号－５）
（５）別表の「補助事業の区分ごとの添付資料一覧」に記載のもの
※添付書類（３）及び（４）について、当該年度中に既に市に提出しており、その後、変更等がない場合は、提出を省略することができる。

（別表）補助事業の区分ごとの添付資料一覧
	補助事業の区分
	添付書類

	商店街等施設整備事業

街路灯整備事業
	・見積書（写）　※保険料については、直近に締結した保険契約の証書又は領収書の提出も認める
・施設・設備又は街路灯の仕様及び設置場所が分かるもの
・建築確認通知書（写） ※必要な場合のみ
・道路占用許可書（写）、道路使用許可書（写）
※必要な場合のみ
・地主承諾書（写）、設置承諾書（写） ※必要な場合のみ

	街路灯電灯料支援事業
	・直近一月分の電気料金請求書（写）
・直近一月分の電気料金の支払い結果が記帳された補助事業者名義の通帳（写）
・街路灯管理台帳
・街路灯位置図

	経営改善普及事業
まちづくり事業
中小企業指導事業
	＜共通＞
・市が別に指定する人件費明細表
＜中小企業指導事業＞
・専任職員の雇用契約書及び一月の賃金内訳が分かるもの
　※専任職員の設置費の場合に添付
・業務委託契約書　※事業委託費の場合に添付

	中心市街地活性化協議会活動支援事業
	・事業計画書、収支予算書




様式第３号－２（第７条関係）
事業計画書
※事業ごとに作成すること
	補助事業の区分
	

	事業名
	

	事業実施期間
	自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日

	事業実施場所
	

	事業の具体的内容
	

	新規取組内容、改善点など（先導性、先進性、モデル性等）
※街路灯電灯料支援事業については不要
	

	事業実施により
見込まれる効果
	

	事業効果を測定するための指標、目標値及び測定方法
※街路灯電灯料支援事業については不要
	指標
	

	
	目標値
	

	
	測定方法
	




様式第３号－３（第７条関係）
収支予算書

【事業名：　　　　　】
収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※事業ごとに作成すること
	収入科目
	予算額(円)
	積算の内訳（詳細に記載のこと）

	自
己
資
金
	会　費
	
	

	
	負担金
	
	

	
	その他
	
	

	
	小　　計
	
	

	補
助
金
	市
	
	

	
	県
	
	

	
	国
	
	

	
	その他
	
	

	
	小　　計
	
	

	そ
の
他
の
収
入
	寄付金
	
	

	
	広告料収入
	
	

	
	事業収入
	
	

	
	その他
	
	

	
	小　　計
	
	

	計
	
	


支出の部
	支出科目
	予算額(円)
	項　目
	積算の内訳（単価×数量=金額）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


  ※項目欄には、具体的な経費の名称を記載してください。 

様式第３号－４（第７条関係）
申請者の概要
（１）申請者について
	名称
	

	住所
	〒


	代表者名（役職・氏名）
	

	担当者名
	

	電話番号／ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	設立年月日
	

	資本の額又は出資金の額
	

	出資者又は組合員数の構成
	

	団体の地区
※商業団体の場合のみ記載
	

	加入商業団体名
※商業団体でない場合のみ記載
	




（２）消費税及び地方消費税の課税方法について

【　年度課税方法】

該当するものに☑チェックをしてください。
☐ 免税事業者（消費税等の確定申告義務がないもの）
＊前々事業年度の課税売上高　　　　　　　　　　　　　　円

☐ 簡易課税事業者（消費税簡易課税制度選択届出書を提出しているもの）
＊添付書類（写し）
消費税簡易課税制度選択届出書 又は 前年の課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（簡易課税用）第一表

☐ 課税事業者（消費税等の納税義務があるもの）


様式第３号－５（第７条関係）

役員名簿

【団体名：　　　　　　　　　　　　　　】
	役職名
	（読み仮名）
氏　　　名
	住　　　　所
	生年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注意　
・役員全員を記載すること。
・役員を置かない場合は、その団体の構成員とする。
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